
 

2019年 4月 5日 

各 位 

会 社 名 シンメンテホールディングス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役会長兼社長 内藤 秀雄 

 （コード番号：6086 東証マザーズ） 

問い合せ先 取 締 役    大崎 秀文 

Ｔ Ｅ Ｌ ０ ３ － ５ ７ ６ ７ － ６ ４ ６ １ 

 

業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 

 

最近の業績動向を踏まえ、2018 年 4 月 13 日に公表した業績予想及び配当予想を、下記のとおり修正

いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

１． 業績予想の修正について 

 

2019年 2月期通期連結業績予想数値の修正（2018年 3月１日～2019年 2月 28日） 

 

 

 

 

売上高 

 

 

営業利益 

 

 

経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（2018年4月13日発表） 

百万円 

13,300 

百万円 

500 

百万円 

504 

百万円 

317 

円銭 

60.11 

今回修正予想（Ｂ） 14,152 634 646 501 94.99 

増減額（Ｂ－Ａ） 852 134 141 184 ― 

増減率（％） 6.4 26.8 28.0 58.2 ― 

（ご参考）前期実績 

（2018年 2月期） 
9,844 331 335 250 49.46 

（注）当社は、2017年 9月 1日付にて、株式会社テスコを株式交換により取得し、当社 100％出資の連結子会社としてお

ります。このため、2019年 2月期の連結業績予想は、2018年 2月期と比較して変動しております。 

 

2019年 2月期通期個別業績予想数値の修正（2018年３月１日～2019年２月 28日） 

 

 

 

 

営業収益 

 

 

経常利益 

 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（2018年 4月 27日発表） 

百万円 

306 

百万円 

10 

百万円 

6 

円銭 

1.22 

今回修正予想（Ｂ） 305 16 9 1.87 

増減額（Ｂ－Ａ） △0 5 3 ― 

増減率（％） △0.3 53.0 45.0 ― 

（ご参考）前期実績 

（2018年 2月期） 
3,586 95 67 13.36 



（注）当社は、2017年 9月 1日付にて、当社の運営する主要な事業を会社分割により当社 100％出資の子会社「シンプロ

メンテ株式会社」に承継し、また、株式交換により取得した当社 100％出資の子会社「株式会社テスコ」の２社を当期よ

り連結子会社とし、持株会社へ移行しました。このため、2019 年 2 月期個別業績予想は、2018 年 2 月期と比較して変動

しております。 

 

 

業績予想の修正の理由 

 売上高につきましては、既存顧客の掘り起こし及び新規顧客獲得が順調に推移したことなどから、前

回発表予想を上回る見込みであります。利益面につきましては、売上高増加に伴う利益の増加に加え、

原価精査の強化及び業務の効率化などにより、各利益とも前回発表予想を上回る見込みであります。 

また、これらを踏まえ今後の業績動向を勘案し、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討した

結果、回収可能性のある部分について繰延税金資産を計上するとともに法人税等調整額が減少したこと

で、親会社株主に帰属する当期純利益が当初計画を超過する見通しとなりました。 

 

 

 

２．配当予想の修正について 

 

配当予想の修正内容 

 

 

年間配当金（円） 

第２四半期末 期末 合計 

前回予想 

（2018年 4月 13日発表） 
 18.00  18.00  

今回修正予想  

26.00  

（普通配当 22.00) 

(特別配当 4.00) 

26.00  

（普通配当 22.00) 

(特別配当 4.00) 

当期実績 0.00    

前期実績 

（2018年 2月期） 
0.00  14.00  14.00  

 

 

配当予想の修正の理由 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして、配当の原資確保のための収益力を

強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 

つきましては、2019年2月期の期末配当金予想は、上記方針に基づき、かつ、今期の業績進捗状況を踏

まえ、総合的に勘案して検討しました結果、前回予想に対し８円増配の１株当たり普通配当22円、特別

配当４円の合計26円に修正させていただきます。 

 なお、本件につきましては、本年５月下旬開催予定の第 34回定時株主総会に付議する予定です。 

 

 

  

 

以 上 


